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博士学位請求論文の審査報告 
 氏名  佐藤辰彦 
『日本のプロパテント政策における「発明の保護」の再評価』 
A Study about the Revaluation of Patent Protection system 
in Japanese Pro-patent Policy 
 
 
Ⅰ 本論文の構成 
 佐藤辰彦氏の博士学位請求論文｢日本のプロパテント政策における「発明の保護」の 
再評 A Study about the Revaluation of Patent Protection system in Japanese 
Pro-patent Policy』は、これまで 10 年（1998 年―2007 年）にわたって産学官を含め
て進められてきたプロパテント運動について特許政策を中心として考察し、その進展状
況を把握し、これまでのわが国のプロパテント政策の中核をなす「発明の保護」に対す
る産業界の反応と動向を分析して「発明の保護」のあり方を検討することを目的として
いる。すなわち、現在進行しているわが国におけるプロパテント政策を再評価すること
を目的とし、次のような構成となっている。 
 
第 1 部 本論文の課題と先行研究 
序章  研究の目的・研究課題・研究方法・論文の構成と概要 
第１章 先行研究と仮説                             
第 2 章 わが国の特許政策のメカニズムと現状                       
第２部 日本のプロパテント政策とその成果 
第３章 「知的財産立国宣言」前（1997~2002）のプロパテント政策とその背景  
第４章 「知的財産立国宣言」後（2003~2007）のプロパテント政策           
第５章 日本のプロパテント政策の実行による成果       
第３部 日本のプロパテント政策における「発明の保護強化」の再評価 
第６章 日本のプロパテント政策の「発明の保護強化」の狙い          
第７章 「知的財産立国宣言」前までの産業界の反応と考察（02 年アンケート調査） 
第８章 「知的財産立国宣言」後における産業界の反応と考察（07 年アンケート調査） 
第９章 産業界の反応の含意（追加アンケートによる確認）              
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第 10 章 「アンチコモンズの悲劇」に関する最近の議論と 
07・追加アンケート調査結果  
第 4 部「発明の保護強化」と市場優位？ 
第 11 章 「発明の保護強化」によるイノベーション促進に関する諸問題         
第 12 章 「発明の保護強化」と市場優位獲得の事例の考察               
第 13 章 結び＜提言と今後の研究の課題＞                     
  
 なお、当論文の構成と論理フローを示すと次の通りである。 
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論文の構成と論理フロー
先行研究の考察研究課題の設定 仮説１－５の設定 特許政策のメカニズムの考察
先行研究から仮説の導出と特許政策メカニズムの考察
「知的財産立国宣言」前の政策とその背景 「知的財産立国宣言」後の政策
仮説１の修正
わが国のプロパテント政策の進展状況と成果の考察
「発明の保護強化」の狙い 産業界の反応02，07アンケート調査結果
産業界の反応の含意
追加アンケートによる確認
「アンチコモンズの悲劇」の
最近の議論と０７アンケート調査結果
仮説２の修正 仮説３の修正
産業界の反応に基づく「発明の保護強化」の影響の考察
「発明の保護強化」による
イノベーション促進に関する諸問題
「発明の保護強化」と市場優位獲得の
事例の考察 提言と今後の研究の課題
仮説４の修正 仮説５の修正
制度改革・制度運用がイノベーション（研究開発）に与える影響・
「発明の保護強化」と市場優位との関係の事例の検討
プロパテント政策の実行による成果
第1部 本論文の課題と先行研究
第2部 日本のプロパテント政策とその成果
第3部 日本のプロパテント政策における 「発明の保護強化」の再評価
第4部 「発明の保護強化」と市場優位
第1部 序章
 
Ⅱ 本論文の概要 
特許政策は、創造された発明の保護及び利用を通じて新たなる発明を奨励し、更なる
発明を創造させる、いわゆる、「知的創造サイクル」を通じて産業を発達させるための
政策である。特許制度としては、特許権という排他的な権利を付与することによる「発
明の保護」が基軸であり、これを通じて発明の利用・実施を促進し、それにより発明創
造に先行投資した分以上の利益を回収できることで新たなる発明を創造するインセン
ティブを与えるとされてきた。「発明の保護」が十分でなくして知的創造サイクルはな
いといってよい。 
このため、わが国のプロパテント政策の中核をなす特許政策では「発明の保護強化」
が進められてきた。 
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しかしながら、これまでの日米の先行研究ではプロパテント政策がイノベーション
（技術革新）促進に対する効果について積極的に評価するものが少ない。また、「発明
の保護」に関する先行研究では「発明の保護強化」はかえってイノベーションを阻害す
る「特許の薮」（企業がその製品の生産・販売や研究において他企業の多数の特許の束
を利用する必要がある）を生じさせることがあり、「アンチコモンズの悲劇」（特許の藪
が存在するときに利用可能な技術を企業が効率的に組み合わせて利用することが妨げ
られ、特許化された技術の利用が妨げられる現象）を生むとの指摘がなされている。 
これまでのわが国のプロパテント政策では「発明の保護強化」により国際競争力を強
化することを目指しているが、必ずしも特許大国のわが国企業が国際市場で優位なポジ
ションを獲得できている状況ではない。このため、10 年間にわたり実行されてきたわ
が国のプロパテント政策の「発明の保護強化」のあり方を次の観点から再評価する必要
がある。 
研究課題１ わが国のプロパテント政策の「発明の保護強化」はイノベーション（技術革新）の 
促進に寄与したか。 
研究課題２ わが国の「発明の保護強化」はイノベーション（技術革新）を阻害していないか。 
研究課題３ 市場優位（国際競争力）を獲得するのに「発明の保護強化」は必要であるか。  
本研究は、このような研究課題を明確にするために、第４部 1３章から構成されている。
その概要は次の通りである。 
 
第１部「本論文の課題と先行研究」では、これまでの「プロパテント政策」｢発明
の保護｣についての先行研究を考察して研究課題１・２の意義を明らかにし、更に本論
文で検討するプロパテント政策の「発明の保護強化」の前提となる特許政策のメカニズ
ムの構造を考察する。 
 
序章では、研究の目的･研究課題･研究方法･論文の構成と概要を明らかにしている。 
 
第１章 「先行研究と仮説」では、まず、「プロパテント」を、発明の保護強化をは
じめとする「知的財産の保護強化を通じて、知的財産の社会的活用を促し、その知的財
産の活用により開発投資以上の利益回収を可能とすることで新たな開発投資を促し、新
たな知的財産の創出を実現する、いわゆる『知的創造サイクル』を回転させることによ
るわが国の国際競争力の向上を目指すもの」と捉えている。 
「プロパテント政策」と「発明の保護」に関する先行研究を考察して、研究課題ごと
に次の５つの仮説を設定した。 
仮説 1：日本のプロパテント政策が始まった 1997 年当時と比較すれば特許制度を支える「発 
明の保護」のメカニズムは様変わりしたといってよいほど整ったといってよい。 
仮説２：わが国のプロパテント政策の「発明の保護強化」はイノベーション〈技術革新〉の促 
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進に寄与する効果があった。具体的には「発明の保護強化」のうち「保護対象の拡大」 
「保護範囲の拡大」「強い保護」は研究開発を刺激した。 
仮説 3：わが国の「発明の保護強化」はイノベーション〈研究開発〉を阻害していない。 
仮説４：「発明の保護」の制度設計と制度運用がイノベーション(研究開発)の促進を左右する。 
仮説５：市場優位（国際競争力）を獲得するのに「発明の保護強化」は必要である。 
第２章「わが国の特許政策のメカニズムと現状」では、わが国のプロパテント政策を再
評価するに当たって、その中核をなす特許政策の基本的構造は、知的創造サイクルにあ 
          ＜知的創造サイクルの基本構造＞ 
 
るとして、「特許政策の基本的な枠組みとその課題」「知的創造サイクルの構造」「発明
の保護のしくみ」「発明の活用における諸問題」「発明の創造に関する諸問題」「知的創
造サイクルを回す知財人材」について考察した。知的創造サイクルの基本構造を前頁の
ように提示した。特に、発明保護のしくみについて、「広い保護｣「早い保護」「強い保
護｣等を検討整理している。 
 
第２部「日本のプロパテント政策とその成果」では、研究課題１・２の前提とな
る、これまで実行されて来たわが国の 10 年間のプロパテント政策と｢発明の保護強化｣
を含むその成果を整理・考察し、仮設１の検討結果について論述している。 
第３章『「知的財産立国宣言」前（1997~2002）のプロパテント政策とその背景』では、
わが国のプロパテント政策の１０年間を考察するため、2002 年の「知的財産立国宣言」
の背景と経緯を、米国のプロパテント政策及び米国から起こされた特許訴訟なども加え
て検討している。この時期までは、知財改革の論点は数多く出されているものの、未だ、
玉石混交であって整理されていない状況にあった。これがその後の「知的財産国家戦略
大綱」さらに「知的財産推進計画 2003」によって整理されてゆく経過を詳細に整理・
論述している。 
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第４章『「知的財産立国宣言」後（2003~2007）のプロパテント政策』では、日本におけ
るプロパテント運動の進展状況として小泉元首相の「知的財産創造立国」宣言(2002 年
2 月)から始まる日本の知的財産戦略の活動は、政府・省庁の行政のみならず、政界・
財界・民間団体などの多くのセクターを巻き込んで日本全体のプロパテント運動になっ
た。さらに、「知的財産戦略推進計画 2007」は、知的創造サイクルを構成する創造分野・
保護分野・活用分野及び知財人材育成分野までのサイクルを回すまでの制度改革を整え、
その運用改善を図る基本となっている。また、知的創造サイクルのエンジンとして創造
分野の源が大学等の研究機関にあるとして、その開発成果を民間に移管する流れを促進
し、民間がこれを活用することによって産業競争力を向上させることを目指している。
この経緯を詳細に整理し、検討している。 
 
第５章「日本のプロパテント政策の実行による成果」では、1997 年以来 10 年間の日本に
おけるプロパテント運動の成果を検討し仮説１の検討結果について論述している。 
特許制度の改革は 1997 年以降急激に整備され、また、制度を運用するための環境整
備や運用改善が進んできたこと、特に「発明の保護」に関する点ではそれ以前の世界と
様変わりしたほど「発明の保護強化」が進んだといえる。しかし、「発明の保護」の強
化のため制度が整理されて簡素化した部分もあるが、制度が緻密になった分、複雑にな
り、出願人・権利者等の制度利用者の負担増と利用の仕方次第でその成果が大きく左右
されるようになってきた。＜仮説１＞の確認とその修正が必要になる。また、改革され
た特許制度・制度環境・運用の活用し、わが国産業の国際競争力を向上させるためには、
それを市場に結び付け市場優位のポジジョンを獲得できる人材の育成がこれからの最
大の課題である。特に、産業のグローバル化には、『模造品対策や国際標準』のように
新たな『発明の活用』の課題が生じ、単なる制度環境の整備のみならず、制度利用者自
らの市場対応が重要になってくると強調している。 
 
第３部「日本のプロパテント政策における『発明の保護強化』の再評価」で
は、研究課題１・２を検討するために、2002 年及び 2007 におけるアンケート調査・ヒ
アリングを通じて「発明の保護強化」の制度改革が産業界のイノベーション（技術革新）
に与えた効果を測定・再評価をした。その結果を考察し、仮説２・３を検討している。 
第６章「日本のプロパテント政策の『発明の保護強化』の狙い」では、わが国のプロパ
テン政策における「発明の保護強化」の狙いを論述する。 
1997 年以来の日本のプロパテント政策において「発明の保護強化」は一貫した政策
である。その実現のために権利形成から権利行使の実現にわたって多くの制度改革と運
用改善を行なってきた。「発明の保護強化」のために求められる機能として「早く広く
強く発明を保護する」ことを目指している。そこでの狙いは、特に「強い保護」を実現
し行くことにより、知的創作を権利として設定し保護するプロセスのみならず、権利化
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されて知的創作を製品化して活用するとともに侵害から救済するプロセス、権利の活用
により投資リスクを回収し新たな知的創造を促進するプロセスを円滑化させることで
ある。この知的創造サイクルを確立することは、同時に新たな発明としての保護対象を
拡大して、イノベーションを促進することであることを論述する。 
第７章『「知的財産立国宣言」前までの産業界の反応と考察（02 年アンケート調査）』及
び第８章『「知的財産立国宣言」後における産業界の反応と考察（07 年アンケート調査）』
では、02 年に知的財産研究会が行ったアンケート調査と 07 年に論者が行ったアンケート調
査・ヒヤリングに基づき、「知財立国宣言」前後の産業界の反応を整理・考察したものであ
る。 
改革された「発明の保護強化」に対する評価を直接試みるため、「知財立国宣言」前
の 2002 年のアンケート調査の結果と「知財立国宣言」後５年経過した 2007 年の同種の
アンケート調査・ヒヤリング結果とを比較考察することで制度改革の進展による産業界
の反応の変化を観察した。 
このアンケートの調査結果によれば、全体としての反応は「発明の保護強化」の面か
ら見ると、「発明の保護強化」による大企業の研究開発活動への影響は比較的小さいが、
企業の一部には研究開発投資、研究開発のインセンティブ、権利行使の動向に影響を与
えていることが考察された。 
第９章「産業界の反応の含意（追加アンケートによる確認）」では、「発明の保護強化」 
による企業への影響は比較的小さいことについて追加アンケートを行い「発明保護強
化」の改革と産業界の反応の乖離の理由を考察している。その結果、特許がイノベーシ
ョンの成果の専有可能性を高める(追加アンケート第２位)としても、それよりも先行的
市場化がもっとも専有可能性を高めるとの認識が強い(同第 1位は先行的市場化）。これ
は、プロパテント政策による「発明の保護強化」により、知的財産、特許に対する認識
が高まり、知財部門から研究開発部門への川下から川上への関与が拡大しても、未だ事
業又は研究開発部門では直接的な促進要因として特許制度が意識されない。その大きな
要因は、技術での優位性はあるものの、一部を除き獲得した特許権の多くは改良発明の
特許が多く断片的で、市場優位を形成するような基本特許や特許群の形成が難しいこと
等があると判断している。わが国のプロパテント政策における「発明の保護強化」を再
評価のための＜仮説２＞は、修正されることになる。 
 
第 10 章 「『アンチコモンズの悲劇』に関する最近の議論と 07・08 アンケート調査結果」
では、「発明の保護強化」の弊害として議論されている「特許の薮」「アンチコモンズの
悲劇」について最近の先行研究を考察すると共に 07 年と 08 年アンケート結果に基づい
て＜仮説３＞を検討し、その修正が必要になった。 
「発明の保護強化」によって、各企業は特許の存在価値を認識し「権利行使」の可能
性を見直し、互いの権利尊重への意識改革をしている。しかし、企業の研究開発の障害
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となるような強い特許が少なく、設計変更や迂回方法、ライセンス交渉で紛争が回避可
能と考え、さらに、日本企業の紛争を好まない体質もあり、日本企業は、左程大きく他
社の特許による制限を強く感じておらず、イノベーションが阻害される「特許の薮」な
いし「アンチコモンズの悲劇」が強く意識されていないことを明らかにしている。 
 
第 4 部「『発明の保護強化』と市場優位」では、研究課題３を検討するため、「発
明の保護強化」と市場優位との関係の事例を考察し、「発明の保護強化」の下での「市
場優位」獲得のモデルを検討し、「発明の保護強化」の制度改革・制度運用がイノベー
ションに与える影響を考察し、今後の発明の保護のあり方（発明の保護強化）について
の提言と今後の研究課題を導出する。ここでは、仮説４・５の検討をおこなっている。 
 
第 11 章「『発明の保護強化』によるイノベーション促進に関する諸問題」では、        
「発明の保護強化」の制度・運用からの見直しの観点から「保護対象の拡大と産業界へ
の影響」｢発明の保護と制度運用｣「発明の保護対象をめぐる議論」「実施可能要件・記
載要件と進歩性要件の影響」「発明の保護と進歩性」「リサーチツール特許とイノベーシ
ョン」「シフト補正の禁止と発明の保護」「国際的な発明の保護の諸問題」「パテント・
トロール」について検討し、＜仮説４＞を確認すると同時に、その修正が必要になった。 
ここでは、「発明の保護の制度改革と制度運用は大きくイノベーション〈研究開発〉
に影響を与える」ことを確認した。ただし、発明を保護するに当たっては、各技術分野
に即した制度運用が必要であり、これを適切に行なわないときにはその技術分野におけ
るイノベーションを妨げることになる。「発明の保護」は法律のみならずその運用が大
きく制度を左右するので、制度利用者の立場からすると、制度運用の透明性と予見性が
なければ制度を十分に利用することができないとことを明確にし、パイオニア発明に関
して言及している。イノベーションに影響を与える問題は制度設計者である行政のみで
実情にあった解決は不可能であり、制度利用者側の継続的な制度改革・運用改善に向け
た体制作りが求められることを論述する。 
 
第 12 章「『発明の保護強化』と市場優位獲得の事例の考察」では、市場優位（国際競
争力）を獲得するのに「発明の保護強化」は必要であること＜仮説５＞を検討し、事例
検討の結果、その修正が必要になった。 
市場優位の事例研究として「クオーツ時計のオープン戦略」「DVD のパテントプール」
「携帯電話のおけるクアルコム」について先行研究を特許戦略の観点から考察し、「乾
溜ガス化燃焼技術の特許」「トヨタの知財戦略」「2007 知的財産による競争強化専門調
査会の提言」を考察した。 
ここでは、事例研究から発明を通じて、次ページの図の通り「『発明の保護強化』の
下での市場優位形成モデル（累積的技術に関する製造業）」を提示し、その実行が必要
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であることを導出した。これを実現するためにはグローバルな市場での「発明の保護強
化」が必要であること、このモデルは自社優位の技術開発の成果が特許により専有可能
であることを前提として成り立つ。このためには特許制度において「発明の保護強化」
は不可欠であり、わが国のみならずグローバルな市場としての海外諸国での特許制度に
おいて均質な「発明の保護」が成り立つことが不可欠であることを検討した。 
 
 『発明の保護強化』の下での市場優位形成モデル〈累積的技術に関する製造業〉 
自社優位の基幹技術の開発
早期の周辺技術の開発
製品化 品質機能優位の最大化
開発先行優位の最大化
権利化の選択と集中
強い特許群
＋
ノウハウ
知財コスト低減の最大化
製品差別の最大化
知財取引ポジションの最大化
市場形成優位の最大化
市場需要の最大化
デファクト化 デジュール化
市場形成・適合化
基本特許 周辺特許+
+
開発戦略
知財戦略
事業戦略
市
場
優
位
係争コストの低減
権利化コストの低減
技術標準の確立
市場需要の喚起
差別専有力の強化
研究開発先行
品質機能先行
他社特許の取り込み
収
益
の
最
大
化
収益の再投資
技術開発に反映
事業戦略に反映
普及の後押し
パンテントプール形成
ブラックボックス化
 
このモデルを総合的に推進することで市場優位の最大化が実現できること、さらにモ
デル実現のためには特許による技術の専有可能性が高いことが前提であり、グローバル
な市場での『発明の保護強化』が必要であるとの検討を行っている。 
 
第 13 章 「結び〈提言と今後の研究の課題〉」では、今後の「発明の保護強化」につ
いて、これまでの仮説の検討や修正仮説を導出し、研究の成果を踏まえて６つの提言を
行ない、今後の研究課題を整理している。 
（１）修正仮説の導出 
 5 つの仮説は、次の通り修正仮説の導出を行い、その理由を解説している。 
修正仮説１：特許制度は 1997 年以降急激に改革され、また、制度を運用するための 
環境整備や運用改善が進み、「発明の保護」に関する点ではそれ以前の 
世界と様変わりするほど「発明の保護強化」が進んだが、国際的な「発 
明の保護」を必要とする制度利用者の負担が増大している。 
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修正仮説２：プロパテント政策の「発明の保護強化」は政策の進展にもかかわらず企業 
活動（大企業）の研究開発に大きな影響を与えていない。しかし、「発明 
の保護強化」のうち「強い保護」が企業の一部の「研究開発投資」「研究 
開発へのインセンティブ」「権利行使の動向」に影響を与えた。 
修正仮説３：わが国の大企業では「発明の保護強化」にもかかわらず、左程大きく他社 
の特許に対する制限を強く感じておらず、イノベーション〈研究開発〉を 
阻害するとされる「特許の薮」ないし「アンチコモンズの悲劇」が強く意 
識されていない。 
修正仮説４：「発明の保護強化」の制度改革と制度運用は大きくイノベーション〈研究 
開発〉に影響を与える。「発明の保護強化」をするに当たっては、当業者 
の技術水準、明細書の記載要件、保護対象などについて各技術分野に即し 
た制度運用が必要であり、これを適切に行わないときにはその技術分野に 
おけるイノベーション(研究開発)を妨げることになる。 
修正仮説５：「市場優位」獲得のためには市場優位形成モデルの実行が必要であり、 
このモデルは自社優位の技術開発の成果が特許により専有可能であるこ 
とを前提として成り立つため、特許制度において「発明の保護強化」は必 
要であり、わが国のみならずグローバルな市場としての海外諸国での特 
許制度において格差のない「発明の保護」が成り立つことが必要である。 
（２）６つの提言 
「発明の保護強化」がイノベーション促進に寄与するためには、特許制度が制度利用
者にとって利用しやすい制度構築と制度運用が必要である。そのためには制度利用者の
制度改革・制度運用改善への参画が必要であると、次の６つの提言を行っている。 
①「発明の保護」の格差是正のための制度・運用の国際的調和 
②ビジネスリスク低減のための特許権の安定化 
③イノベーションの変化に対応する改革の推進 
④制度利用者の負担軽減の推進 
⑤制度利用者の制度設計・運用への参加 
⑥イノベーションサイクル創出に向けた戦略の実行 
Ⅲ 評価 
本論文では「プロパテント政策」は、発明の保護強化をはじめとする「知的財産の保
護強化」を通じて知的財産の社会的活用を促し、その知的財産の活用により開発投資以
上の利益回収を可能とすることで新たな開発投資を促し、新たな知的財産の創出を実現
する、いわゆる「知的創造サイクル」を回転させることにあると捉えている。その結果、
わが国の産業の競争力の向上を目指すものという視点から、「日本のプロパテント政策
の『発明の保護』の再評価」を行っている。 
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１．本研究の成果 
 
わが国のプロパテント政策の中核をなす特許政策では「発明の保護強化」が進められ
てきたが、本論文は、その再評価に関する論文として、研究成果を次の通り、整理する
ことができる。 
① 先行研究と日本のプロパテント政策から仮説を設定し、産業界の反応に関するアン
ケート調査によって、仮説を修正していくことによってプロパテント政策を再評価 
先行研究と日本のプロパテント政策から仮説を設定し、産業界の反応に関するアンケ
ート調査によって、仮説を修正していくことによって、プロパテント政策を再評価した。 
すなわち、2001 年末に知的財産研究所は「プロパテント政策と企業のイノベーション
活動およびライセンス動向について実態調査 02 年」を発表している。論者は「『知的財
産立国宣言』後における産業界の反応と考察のために、02 年の実態調査に追加的項目
を加え「07 年アンケート調査』を行ない、「知的財産立国宣言」の前後のプロパテント
政策の改革と産業界の反応の乖離の理由を考察している。その結果、プロパテント政策
による「発明の保護強化」により、知的財産、特許に対する認識が高まったが、未だ事
業又は研究開発部門では直接的な促進要因として特許制度が意識されていないことを
明確にしている。その大きな要因は、わが国の大企業といえども、技術での優位性はあ
るものの、一部を除き獲得した特許権の多くは改良発明の特許が多く断片的で、市場優
位を形成するような基本特許や特許群の形成が難しいこと等を明確にしている。仮説を
修正する過程で、日本のプロパテント政策の成果と課題を明確にするという、新しい研
究手法を採用している。 
②「知的財産立国宣言」前後での日本のプロパテント政策の変革の評価 
 知財改革の論点は数多く出されているものの、未だ、玉石混交であって整理されてい
なかったプロパテント政策の１０年間を考察するため、「知的財産国家戦略大綱」さら
に「知的財産推進計画 2003」によって整理されていく「知的財産立国宣言」の背景と
経緯を、特許制度を中心として考察し、特に「発明の保護」に関する点ではそれ以前の
世界と様変わりしたほど「発明の保護強化」が進み、制度設計者側における評価を明確
にしている。『知的財産改革の履歴（暦年及び累積）』でその経緯の見える化を図って
いる。この課程を詳細に整理し、資料としての価値も高い。 
③プロパテント政策の中核である「発明の保護強化」制度と制度運用の重要性を明確化 
これまでの日米の先行研究ではプロパテント政策がイノベーション（技術革新）促進
に対する効果について積極的に評価するものが少ない。「発明の保護」に関する先行研
究では「発明の保護強化」はかえってイノベーションを阻害する「特許の薮」を生じさ
せることがあり「アンチコモンズの悲劇」を生むとの指摘がなされている。しかし、発
明の保護強化こそ、プロパテント政策の中核であり、イノベーション（技術革新）の促
進に寄与したことを明確にしている。また、制度の運用である審査基準や裁判所判断な
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どの重要性を明確にした。すなわち、「知的創造サイクル」を実現するためには、法律、
経済、経営を総合的に研究することが必要であるが、その先駆的研究ということができ
る。 
④事例研究等の検討と『市場優位獲得のための知財最適モデル（製造業）」の提示によ
るグローバル時代の特許制度に言及 
プロパテント政策の制度設計は飛躍的に向上したが、その制度運用者側の課題を、ア
ンケート調査やインタビュー調査、さらに「クオーツ時計のオープン戦略」や「トヨタ
の知財戦略」などの事例研究で考察している。「知的創造サイクル」を現実のものにす
るには、開発戦略・知財戦略・事業戦略が三位一体化してこそ競争優位は維持できると
考え、「市場優位獲得のための知財最適モデル（累積的技術の製造業）」を提示した。こ
のモデルを実現するためにはグローバルな市場での「発明の保護強化」が必要であるこ
と、このモデルは自社優位の技術開発の成果が特許により専有可能であることを前提と
して成り立つ。このためには特許制度において「発明の保護強化」は不可欠であり、わ
が国のみならずグローバルな市場としての海外諸国での特許制度において均質な「発明
の保護」が成り立つことが不可欠であることを明確にしている。 
 ⑤６つの政策提言の国家政策への導入示唆 
 日本企業が「強い発明の保護」を機軸とした、グローバル市場における均質な特許制
度の不可欠であること明確にした。さらに、「発明の保護強化」がイノベーション促進
に寄与するためには、特許制度が制度利用者にとって利用しやすい制度構築と制度運用
が必要であるとしている。このための国策として、制度改革と制度運用との国際的調和、
特許権の安定化、不断の改革、利用者の負担軽減、利用者の制度設計参加、利用者側の
戦略実行の６つを提言している。 2008 年 5 月 30 日に公表された特許庁・イノベーシ
ョンと知財政策に関する研究会が公表した報告書案「イノベーション促進に向けた新知
財政策」にもこの提言が取り入れられている。 
 
グローバル化するわが国の産業界では、特許制度による市場の製品専有可能性が強く
働く構造となっていないため、「特許の薮」や「アンチコモンズの悲劇」が強く意識さ
れていないことを論者は危惧している。プロパテント政策には、特許の制度改革・運用
改善という不断の見直し作業が必要である等、制度設計改革と制度運用との両方にかか
わってきた論者ならではの、理論と的確な分析、実践への適用と課題を明確にし、法律、
経済、経営を総合的に研究するという先駆的研究である。 
 
２．本研究の課題 
 
 本研究では、前述したような研究成果はあるが、今後の研究を進めていく上で考慮すべ
き課題が、論者も指摘しているように以下の通り、５点に整理することができる。 
 12
①大企業を中心としたアンケート調査の限定性 
本研究ではプロパテント政策の中核をなす「発明の保護強化」について知財活動に積
極的なわが国の大企業に着目して「発明の保護強化」を考察した。このような大企業と
中小企業・ベンチャー企業とは全く知財活動の規模や目的が異なるため、両者は「発明
の保護強化」の与える影響も目指すべき政策も異なるといわれている。02 のアンケー
ト結果からも大企業らとは全く違う反応をしていることが伺えた。この点で本論文が検
討したことが中小企業・ベンチャーにも適合するかの検討が課題として残る。 
②制度設計者と制度利用者の協創関係の不明確性 
特許制度が適切に制度設計され運用されないときには特許制度が却ってイノベーシ
ョンを阻害する。特許制度の改革の効果を期待するためには制度設計者と共に制度利用
者とが制度目的達成のために不断の改革・運用改善を行なうと共に制度利用者の制度利
用した戦略的な活動が不可欠であるが、制度利用者側の戦略的な制度利用の成果の検討
がさらに必要である。 
③少数の占有特許産業である創薬業の検討不足 
 アンケート調査、企業ヒヤリング及び事例研究で、市場優位なためには累積的技術が
重要であるとの結論に達し、市場優位形成モデルを提示しているが、創薬業のような技
術が少数の特許で専有され、技術が離散的に展開する分野の検討が薄い。更なる研究が
必要である。 
④日本を中心としたプロパテント政策の限界 
イノベーションがグローバルに展開されている今日、パリ条約以来の特許制度の各国
独立の枠組による「発明の保護」の各国間の相違・格差がグローバルなイノベーション
促進を妨げることが懸念される。このため、国際的な「発明の保護」の制度・運用の国
際的調和の推進が必要である。この国際的な「発明の保護」の調和を具体的に展開する
ための方策について日米欧、さらに中国、インド、ロシアなどの新興国を加えた審査協
力の体制を梃子にした推進策などを、さらに具体的に検討する必要がある。 
⑤特許権の安定性と予見性の検討の必要性 
「発明の保護強化」が進められるにしたがって、特許権の有効性に対する係争が激化
し、一旦成立した特許権が無効とされるケースが増加している。事業戦略の中で知財を
事業戦略の中に取り込んだビジネスモデルが進められるときに特許権が不安定ではこ
のビジネスモデルは成り立たなくなる。このため、成立する特許権の安定性が求められ
ると共にその成否の予見性の向上が強く求められているが、この検討を深く具体的に検
討しているわけではない。  
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Ⅳ 結論 
 2008 年 11 月 28 日（金曜日）に、佐藤辰彦氏の博士学位請求論文の面接審査を行っ
た。本論文は、日本のプロパテント政策に関する問題意識、先行研究からの仮説設定、
詳細なアンケートや調査データ解析、事例研究による仮説を修正し、「『発明の保護強化』
の下での市場優位形成モデル（累積的技術に関する製造業）」を提示している。 
本研究の課題で指摘したようなアンケートの対象や日本限定で考える課題等は残る
が、論文全体の研究成果の評価を損なうものではない。指摘した課題を配慮した今後の
更なる研究の継続を期待する。 
 
以上、佐藤辰彦氏の博士学位請求論文『日本のプロパテント政策における「発明の保護」 
の再評価』（A Study about the Revaluatioｎ of Patent Protection system 
in Japanese Pro-patent Policy）」は、審査の結果、論理性、独創性、実践性という観
点から、本研究は博士学位請求申請論文に相応しいと、審査委員一同判断した。 
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